
　2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　　定期預金 126,750,000 0 0 126,750,000

126,750,000 0 0 126,750,000
特定資産

33,624,395 3,062,572 0 36,686,967
33,624,395 3,062,572 0 36,686,967

　　漁業者等ひらめ資金定期預金 70,433,255 4,913,482 0 75,346,737
　　　　漁業者等ひらめ資金　計 70,433,255 4,913,482 0 75,346,737

10,000,000 0 0 10,000,000
114,057,650 7,976,054 0 122,033,704
240,807,650 7,976,054 0 248,783,704

　３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位　：円）

当期末残高

基本財産
　　定期預金 126,750,000 (126,750,000) (0) (0)

126,750,000 (126,750,000) (0) (0)
特定資産

36,686,967 (0) (0) (36,686,967)
　　漁業者等ひらめ資金 75,346,737 (75,346,737) (0) (0)

0 0 (0)
10,000,000 (10,000,000) (0) (0)

122,033,704 (85,346,737) 0 (36,686,967)
248,783,704 (212,096,737) (0) (36,686,967)

　　小　　計

　　退職給付引当資産

　　栽培漁業普及事業準備資金  
　　全国漁業信用基金協会出資金

　　　　小　　　計
　　　　合　　　計

科　　　　目 
(うち指定正味財
産からの充当
額)

(うち一般正味
財産からの充
当額)

(うち負債に対応
する額)

　　　   消費税等の会計処理については、税込方式によっています。 　

　    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

科　　　　目 

　　小　　計

　　退職給付引当資産定期預金

　　　　　退職給付引当資産　計

全国漁業信用基金協会出資金

　　　　小　　　計
　　　　合　　　計

　    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

   (4)　消費税の会計処理

  財務諸表に対する注記

　1　重要な会計方針
   (1)　固定資産の減価償却の方法
　      電話加入権は、センター開所年度に当協会が購入したもので、備忘録として 計上しており
　　　ます。従って減価償却は行いません。

   (2)　引当金等の計上基準
　　    退職給付引当金については、現プロパー職員に係る期末自己都合退職要支給額から
      中退共による期末退職金支給見込額(15,689,937円)を減じた額を計上しております。

   (3)　リース取引の対処方法
　　    リース物件の所有権が借り手に移転すると認められないファイナンス・リースについて、
     通常の貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。



　４　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　（単位：円）
貸借対照表上

の記載区分

茨城県 0 23,890,502 23,890,502 0

茨城県 0 41,722,000 41,722,000 0

0 65,612,502 65,612,502 0

　５　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

当該年度の「漁業者等ひらめ負担金」(10,384,265円)は指定正味財産増減の部に収入し、当該年度積立額
(4,913,482円)を除いて「一般正味財産額への振替額」(5,470,783円)とするとともに、一般正味財産増減の
部の収益の部に「漁業者等ひらめ負担金振替額」として受け入れます。

一般正味財産への振替額
　漁業者等ひらめ負担金振替額への振替額

　６　引当金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考
退職給付引当金 33,624,395 3,062,572 0 36,686,967

5,470,783
合　　計 5,470,783

科　　目

栽培漁業事業費補助金

 ヒラメ種苗生産事業費補助金

　　　　　合　　　　計

内　　容 金額

　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりです。

補助金の名称 交付者
前期末残高 当期

増加額
当期

減少額
当期末
残高


